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要　約

金利上昇下における預金基盤の
重要性の高まり
～預金を制するものは金融業界を制す～

金融調査部　内野 逸勢／森 駿介

日本の５大銀行グループ（以下大手銀行）と上場地域銀行 73 行・グルー
プ（以下上場地域銀行）の 2025 年３月期の決算が５月 15 日に出そろった。
あくまでも速報ベースではあるが、大手銀行は２年連続で最高益を更新し、
地域銀行は９期ぶりに過去最高であった。この決算に死角はないであろう
か。足もとでは「金利のある世界」のもとで、顧客基盤（預金）を確保す
る重要性が非常に高まっている。昨今の他の業界を巻き込んだ銀行業界内
の連携・提携の状況をみると、大手銀行でもネット銀行との預金獲得競争
があり、一部の大手銀行は携帯キャリア等との業務提携を図っている。地
域銀行では、５年前と比較して、ＰＢＲと預金規模の相関が高まっている。
もっとも、本稿の推計結果からは、①今後 15 年間に 40 道府県で個人預
貯金額が減少する上に、②今後 10 年間で個人預貯金額の約 20％で相続が
発生することで、預貯金の流出リスクが高まるという逆風も予想される。
近年は大手地域銀行同士の経営統合も見られているところだが、先行きの
人口減少なども見据えつつ、規模の追求はこれから本格的になっていこう。
預金に紐づく情報を誰が制するかが、金融業界の勝ち組を決めるのではな
いか。

１章　銀行の過去最高益決算に死角はないか　～ＰＢＲ向上と顧客基
盤拡大の両立のために～

２章　強まる銀行の預金規模と企業価値の相関　～銀行の預金の争奪
が本格化～

３章　銀行の規模拡大のシナリオ　～企業価値を向上させる規模拡大
とは～

４章　預貯金残高の将来推計をもとにした地域金融の持続可能性
５章　オープン化が進展していく金融ビジネス
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１章　銀行の過去最高益決算に死
角はないか　～ＰＢＲ向上
と顧客基盤拡大の両立のた
めに～

１．過去最高益の直近銀行決算
日本の５大銀行グループ（以下大手銀行）と上

場地域銀行 73 行・グループ（以下上場地域銀行）
の 2025 年３月期の決算が５月 15 日に出そろっ
た 1。あくまでも速報ベースではあるが、大手銀行
では「合計の連結純利益は前の期比 30％増の 4
兆 3,973 億円となり、2 年連続で最高益を更新」
し、上場地域銀行では「連結純利益の合計は前の
期比 29% 増の 1 兆 2,519 億円となり、9 期ぶり
に過去最高」であった。その理由は、前者が「国
内の金利上昇で貸出金利ザヤが拡大し、政策保有
株式の売却益が業績を押し上げた」とし、後者が

「貸出金利の引き上げが寄与」としている。大手
銀行・上場地域銀行ともに、貸出金利の上昇が最
高益更新の主な要因である。

ただし、大手銀行と上場地域銀行のそれぞれの
貸出に主に採用されている貸出金利の基準金利が
異なることには留意が必要である。大手銀行の貸
出金利はＴＩＢＯＲと呼ばれる市場金利（日本の
インターバンク市場（銀行間の市場）の金利を示
す円の金利指標）を基準金利として採用している
場合が多く、市場金利が上昇すれば貸出金利に反
映される。一方、上場地域銀行の大部分の貸出金
利の基準は短期プライムレート（金融機関が企業
向けに提供する１年未満の短期融資に適用される

1）日本経済新聞（2025 年５月 16 日朝刊）1面「5 大銀、2 期連続で最高益　前期 4 兆円超 金利上昇が押し上げ」、
同９面「地銀、最高益の更新見通す　今期最終前期 29% 増に続き　米関税影響、製造業集積地は慎重」。５大銀行
グループは、三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ、三井住友フィナンシャルグループ、みずほフィナンシャルグルー
プ、三井住友トラストグループ、りそなホールディングス。

基準金利、以下短プラ）であり、短プラは日本銀
行の政策金利に連動している。前者は、市場で決
まる金利であるため、後者より当然ながら市場金
利上昇が貸出金利に反映されるスピードが速い。
このような背景があることから、大手銀行は２期
連続、上場地域銀行は 2025 年３月期決算での最
高益となった。

２．最高益の決算に死角はないか①～今
後問われる貸出の質の問題～

最高益となった銀行決算に死角はないだろう
か。まず、米国の相互関税による国内企業の業績
へのマイナスの影響である。業績が悪化すれば、
企業が期日通り債務の返済ができなくなる、ある
いは最悪の場合には倒産するリスクが高まること
が想定される。銀行は、その場合の損失を見込ん
で準備する資金である貸倒引当金が増加すること
でコスト増となり、減益要因となる。次に、金利
が上昇すれば、銀行間での貸出競争が激しくなる。
このため貸出残高あるいは貸出先の顧客基盤を維
持するために、健全性が高い大手銀行、地域銀行
の主要大手行は、その他の中堅・中小の地域銀行
よりも貸出金利を戦略的に低下させる。このため、
中堅・中小の地域銀行は思い通りに金利を上げる
ことができなくなる、あるいは顧客を一部失うこ
とが想定され、収益悪化につながる。ここまでは

「貸出」という銀行の資金運用の部分の課題であ
る。
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３．最高益の決算に死角はないか②～激
化する預金獲得競争～

一方、預金という銀行の資金調達の部分の課題
も多い。市場金利が上昇すれば、預金金利も追随
して上げる必要が出てくる。つまり、貸出等の資
金運用の原資となる預金という資金調達コストが
上昇する。加えて、預金者は金利が高い預金を選
択するようになり、金利引き上げ競争が激化する。
このため、十分に金利が上げられない銀行からは
預金が流出する可能性が高まる。

他方、地方圏の地域銀行は、特に相続によって
域外に預金が流出する可能性がある。さらに都市
圏の地域銀行でさえ、ネット専業銀行の台頭がこ
の預金流出の流れを促進するのではないかと懸念
している。

大手銀行でさえも、うかうかしていられない。
オンラインという利便性を考えると、伝統的な銀
行からネット専業銀行に預金が流出する可能性が
ある。例えば、2025 年５月 15 日に公表された
三井住友カードがソフトバンクとの包括提携の下
で、PayPay と連携することは、その懸念に対応
する戦略の代表事例といえるだろう。PayPay 等
の携帯キャリア会社系のモバイルペイメント等電
子決済サービス会社の提供する小口決済基盤にシ
フトしていくことにより、同携帯キャリア系会社
のグループの銀行（PayPay 銀行等）に他の伝統
的銀行のリテールの預金基盤もシフトしていくこ
とが想定される。これは、特にリテール預金の囲
い込みには絶大な威力を発揮し、メガバンクでも
連携せざるを得ないと考えられる。

４．“ 粘着性のある預金 ” の維持・拡大
とそれに付随する顧客データの収益
化 

今後の銀行業界の勢力図を占う最大の焦点は、
ロイヤリティが高い、つまり “ 粘着性のある預金 ”

（≒通常、給与振込の普通預金口座）者の獲得に
おいて、ネット銀行を含めどの銀行が強みを発揮
するのか、である。ネット専業銀行はコストが低
く、利便性が高いという強みを持っているが、そ
れだけで顧客のロイヤリティを確保するのは難し
い場合がある。本質的には、預金者の情報を活用
しながら、決済、資産形成など様々なサービスを
提供し、預金者＝顧客を囲い込むことが重要であ
ろう。であるとすれば、預金残高、預金口座の規
模が重要ではなく、預金者に紐づく顧客データの
多さが重要であり、それらを、生成ＡＩ等を活用
して顧客基盤の強化に活かせるような戦略が不可
欠となるだろう。その点を間違えると、大手銀行
でさえ、盤石とはいえないであろう。銀行の決算
よりも本当の死角はそこにあるのではないか。

５．銀行の企業価値向上においても預金
基盤の拡大が最重要課題

企業価値向上の側面では、銀行のＰＢＲ（株価
純資産倍率）を高めるためのロジック（ＰＢＲ向
上ロジック）が銀行側、投資家側の両方で浸透し
ている（図表１）。ＰＢＲの水準は、ＲＯＥ（自
己資本利益率）とＰＥＲ（株価収益率）の掛け算
で決まる。

ＲＯＥは、１）ＲＯＲＡ（リターン・オン・リ
スクアセット：リスク資産収益率）の高いリスク
アセットへの配分を増やす（逆に収益性の低いリ
スクアセットへの配分を減らすリスクアセットの
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コントロール）ことに加え、分母であるリスクア
セットをあまり必要としない手数料ビジネスを拡
張することと、同時に、２）経費と与信費用をコ
ントロール（抑制）することでロジック上では改
善する。

ＰＥＲの向上は、まずは、３）健全性を維持し
ながらも、資本効率を考慮した上で、付加価値の
高いソリューション事業や将来の付加価値の源泉
となる戦略的な成長投資への資本の配賦を増やし
ていくことが必要となる。次に、４）既存事業の
生産性向上、新たな付加価値を提供できる収益性
の高い事業の拡張と同時に、それらへの着実なエ
ンゲージメントと投資家への開示を充実させるこ
とで株主資本コストを削減することが必要とな

る。３）と４）によって、ＰＢＲはロジック上、
向上する。

ただし、ＰＢＲ向上ロジックだけではなく、各
銀行が、様々な経営課題（図表１の白抜きの＋と
―の符号がつく枠の中の課題）、つまり、自力で
コントロールできる課題と自力でのコントロール
が難しい課題を解決しながら、前述の１）から４）
を実現するための具体的な施策の取り組み（図表
１の最右列の四角枠内の取り組み）が企業価値向
上では重要となってきている。

この点において、昨今の他の業界を巻き込んだ
銀行業界の連携・提携の状況をみると、金利上昇
下では、顧客基盤（預金と顧客情報）を確保する
という課題への取り組みの重要性が非常に高まっ

ＰＢＲ向上

ＲＯＥ向上
ＲＯＲＡ向上

収益力強化

リスクリターン向上へアセ
ットアロケーション強化
（有価証券運用の位置づけ）

役務取引強化
（個人・法人役務、本業

との相乗効果）

コスト
コントロール

経費削減
（将来に備える投資負担
の収益の源泉確保）
与信費用コントロール
（バーゼルⅢ対応、リスク
管理高度化の費用対効果）

財務レバレッジ
コントロール

資本の最適配分
（キャピタル
アロケーション）

ソリューションビジネス
への重点的資本配賦

（付加価値向上と資本効率）
戦略的投資による資本の
有効活用（将来の付加価
値の源泉の確保）

株主還元の充実
累進的配当

（配当原資の安定的確保）
戦略的自己株取得
（総還元性向）

リスクアセット
コントロール

ＰＥＲ向上
（資本コスト
削減）

利益の期待
成長率向上

既存事業の磨き
上げ、新たな
価値提供

株主資本コ
スト削減

開示情報充実、
エンゲージメント
強化、投資家
面談数増など

＋中長期のガバナ
ンス力強化（ＲＡ
Ｆ的思想の導入）

＋健全性の維持
積極的な成長投資
資本効率追求

（出所）各銀行の公開資料をもとに大和総研作成

ー顧客基盤縮小

＋金利上昇

ー内外金利急変
＋金利上昇
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＋ＤＸ
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（粘着性の高い）

ー大規模
オンライン
銀行台頭

ー地域経済
の縮小（競
争可能性）

図表１　主要銀行の開示に見られる企業価値向上のロジックツリー
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ている。次章で説明するように、上場地域銀行で
は、５年前と比較して、ＰＢＲと預金規模の相関
が高まっている。大手地域銀行同士の経営統合も
見られ、規模の追求はこれから本格的になってい
こう。前述したように大手銀行においても携帯
キャリア系銀行との預金獲得競争が激化してい
る。今後は、預金（預金に紐づくデータ）を誰が
取得するかが、金融業界の勝ち組を決めるのでは
ないか。

２章　強まる銀行の預金規模と企
業価値の相関　～銀行の預
金の争奪が本格化～

１．地域銀行の規模と企業価値の相関
図表２は、上場地域銀行のＰＢＲと預金残高

の相関を表している。上図は５年前の 2020 年
３月末のＰＢＲと預金残高の関係であり、下図
は 2025 年３月末時点のＰＢＲと 2024 年９月末
時点の預金残高の関係である。下図では、上場地
域銀行を預金残高の大きい順に第１グループ（約
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上場地銀のＰＢＲ（2020年 3月末）と預金残高（2020年 3月末）の関係

（預金残高：兆円 2020年 3月末）

上場地銀のＰＢＲ（2025年 3月末）と預金残高（2024年 9月末）の関係

（預金残高：兆円 2024年 9月末）

図表２　高まる地域銀行の企業価値向上における規模の経済の重要性（ＰＢＲと預金残高）

（注）2020年３月末ＰＢＲは2020年３月末終値株価÷2019年９月末ＢＰＳ（一株当たり純資産）で算出。同様に2025年３月末ＰＢＲは
24年９月末ＢＰＳを基に算出した。株価の小数点以下は切り捨て。預金残高データ（単体；FGは単体合算）は、上場地銀は全国地
方銀行協会。青い点は証券子会社を保有する上場地銀。

（出所）各行、各社決算データおよび各協会統計データ、株価はQUICKから大和総研作成
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16 ～ 20 兆円）、第２グループ（約８～ 14 兆円）、
第３グループ（約７兆円以下）に区分した。この
ような預金残高による分類は、後述するように、
今後の地域銀行による規模を追求する戦略のあり
方を検討する上で重要であるように思われる。上
図と下図を比較すれば、下図の方が両指標の相関
が強くなっている。

１）5 年前の規模と企業価値の相関は低い
図表２の上図では、ＰＢＲの分布する範囲は0.1

から 0.5 超の水準となっているが、預金残高が
６兆円以下の上場地域銀行で、それ以上の預金残
高を有する上場地域銀行よりも、ＰＢＲが同等あ
るいは高いケースが多く存在している。

（１）預貸ビジネスの持続可能性に対する懸念
当時の事業環境を振り返ると、異次元とも呼ば

れるマイナス金利政策が維持されていた。貸出に
ついては、2020 年３月、コロナ禍の影響を受け
た事業者を支援するため、実質無利子・無担保の

「ゼロゼロ融資」が創設された。図表３の左図が
示すように、2021 年度から 2023 年度にかけて
利率別の貸出残高では 1％未満残高の構成比が７

割以上となった。銀行の業態（都市銀行、地方銀
行、第二地銀、信用金庫）を問わず、2021 年と
2022 年には、約定平均金利は低迷していた（図
表３右図）。このため、貸出というバランスシー
トを活用して一定の自己資本を必要とするビジネ
スは資本効率が低く、持続可能なのかという懸念
が高まった時期であった。

さらに、銀行のバランスシートの右側の預金で
は、2020 年の３月から翌年にかけて、政府の新
型コロナ対策により、政府や日銀の家計支援策、
個人事業主世帯向け支援等を背景に、個人の預
金残高が急激に増加した。図表４で示すように、
2020 年度から 2021 年度にかけて、個人の普通
預金の残高が大幅に増加している。同期間、家計
貯蓄率は、１）家計が消費性向を低下させたこと、
２）特別定額給付金など政府の家計支援が積極的
に行われたことによって、３）その資金が預貯金
にとどまっていたことがあったと考えられる。財
政による家計支援は、12 兆円の特別定額給付金
だけではなく、４）個人事業者向けの持続化給付
金、同じく緊急事態宣言の下で事業者向けに支給
された協力金、そのほか家賃支援補助金なども
あった。これにより増加した預金を一般的には
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図表３　利率別貸出残高（左図）と銀行業態別約定平均金利（ストックベース）

（出所）日本銀行「利率別貸出残高」「貸出約定平均金利」より大和総研作成
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“ コロナ預金 ” と呼ぶ。前述したように貸出の利
回りが低く、預金口座を維持するコストも捻出で
きないとの認識が高まっていった。これらを踏ま
えると、銀行の経営層が預金残高の流出あるいは
粘着性に注意を払うことはなかったといえよう。
むしろ管理コストを伴う預金残高を減少させた方
がいいと考えていた。

（２）地域特性を生かした多角化戦略
規制当局は、2018 年ごろから銀行の預貸ビジ

ネスの持続可能性が問われる状況を考慮し、銀行
の業務範囲・出資規制を緩和させた。その後、金
融機関が地域・顧客の課題解決を支援しやすい環
境の整備が進んでいき、2021 年の銀行法改正で
は、大幅な規制緩和が実施された。地域銀行の戦
略は、自己資本を本業ほど必要としない “ 資本ラ
イト ” な役務収益を目指す手数料ビジネスへの多
角化が進んでいった。このためバランスシートを
拡大するよりも、地域の特性を活かして総合金融
業・総合サービス業を目指すほうが地域銀行の企
業価値を高めると考えられていた。

２）直近では預金規模と企業価値の相関は高
い

図表２の下図に見られるように 2025 年３月末
のＰＢＲと預金残高（2024 年９月末）の相関は
５年前と比べて強くなっている。この背景には、
国内での円貨金利が上昇することで、本業の預貸
業務の収益が改善していることがある。たしかに、
金利の上昇は貸出利回りの上昇を通じて資金利益
の増加が見込めることとなる。貸出ボリュームが
収益改善の上で非常に重要な要素となってきた。
そのためには、預金を増やすあるいは維持する必
要性が高くなっている。しかし、金利上昇時には、
同時に預金利回りの上昇を通じて、資金調達コス
トが上昇する。預金争奪競争が激しくなり、一部
の銀行では預金が流出し、預金残高が減少してい
くことが懸念されている。

（１）金利上昇下での預貸ビジネスの回復
前述の図表３の左図では、貸出残高の合計が増

えていく中で、2024 年度の１％未満の貸出残高
の構成比が前年度までの７割から５割程度まで大

202520232021201920172015201320112009200720052003

図表４　コロナ預金急増の反動によるコア預金に該当する普通預金の伸び率低下
　　　　（個人預金の普通預金と定期預金の時系列推移）

（注）2025年度は 5月までの数値
（出所）日本銀行「預金者別預金」より大和総研作成
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きく低下した。右図では銀行業態を問わず約定平
均金利が上昇しているが、都銀の同金利の上昇幅
が大きい。この点において、日本銀行の 2025 年
４月の金融システムレポートでは、「ストック・
ベースの貸出金利は、市場金利連動 2 型貸出の割
合が大きい大手行で相対的に上昇幅が大きくなっ
ている」としている。同レポート（図表Ⅲ -1-12 
法人向け貸出における金利形態別の構成比）では、
市場金利連動型貸出は、大手銀行で 60％弱、地
域銀行で 30％弱、信用金庫で 10％弱となってい
る。通常、金利上昇局面では、変動金利型の貸出
金利が、コア預金（普通預金など）の金利よりも

「早く」または「より頻繁に」上昇することから、
変動金利型の貸出の構成比が高い大手銀行の方が
収益にポシティブに働く。地域銀行と信用組合は、
短プラ連動型貸出の構成比が高いため、貸出の約
定平均金利が大手銀行よりも低くとどまり、収益
改善が相対的に遅れる。さらに、金利の見直しの
頻度は半年に一度程度であり、見直された新金利

2）短期プライムレートや ＴＩＢＯＲ（東京銀行間取引金利）などの市場の基準金利に一般的に連動。基準金利自体が、
政策金利の変更や市場環境の変化を反映して変動。これに個別の信用リスクなどを反映したスプレッド（上乗せ金利）
を加えた形で貸出金利が決定される。

が実際に借り手の貸出額に反映されるのはさらに
遅れる。加えて、競争が加速すれば、借り手が他
の貸し手にシフトするリスクがある。この新金利
適用の “ 遅れ ” の中で、通常、預金金利は、政策
金利が上昇すれば、早期（例えば翌月）に反映さ
れるため、預金の調達コストが先行して上昇し、
相対的に預貸利ザヤの回復が遅れる。加えて、金
利上昇が銀行収益に与える影響は、銀行が保有す
る貸出ポートフォリオの構成、特に変動金利と固
定金利の比率によって大きく左右される。長期の
固定金利貸出を、それよりも短い期間の預金など
で調達している場合、金利上昇局面では調達コス
トが先に上昇し、貸出利回りは既存の金利水準に
固定されたままとなるため、利ザヤが圧縮される
リスクが高まる。

（２）コロナ預金、ゼロゼロ融資増加の反動減
図表５では、地方銀行（上場地域銀行の中の第

一地銀のみ）の貸出と預金の推移を示したもので

（%）

（%）

図表５　第一地銀別の貸出金残高（縦軸）と預金残高（横軸）の変化率
　　　　（３つの時期の変化率）

（出所）全国地方銀行協会データ等より大和総研作成
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ある。１）2023 年９月期末から 2024 年３月期
末にかけては、貸出、預金とも残高が増加した地
方銀行が多い。逆に、２）2024 年３月期末から
2024 年９月期末にかけては、貸出、預金とも残
高が減少した地方銀行が相対的に多かった。共通
する減少要因としては、前述した “ コロナ預金 ”
が増加した４つの要因がなくなったことが挙げら
れる。すなわち、消費性向が上昇し、積極財政に
よる家計支援がなくなるなどの要因により減少に
転じた。貸出についても、ゼロゼロ融資が 2022
年 9 月に終了（民間の金融機関は 2021 年 3 月末、
政府系金融機関は 2022 年 9 月に新規貸し付けを
受付終了）した。確かに、政府によって 2023 年
１月に「コロナ借換保証」が創設されたものの、
ゼロゼロ融資の減少により、貸出も大きく減少し
た。前述の図表１の企業価値向上ロジックの中で、
ＲＯＲＡ（貸出などのリスクアセットに対するリ
ターン）を指標とする経営方針が浸透し始めたこ
とで、収益性の低い貸出を意図的に抑制する大手
地方銀行の戦略も影響している可能性がある。

（３）預金金利競争における地域銀行の弱み
しかし、各行別にみると、預金と貸出が減少し

ている要因に差異があると考えられる。特に、金
利上昇局面で見られる、銀行が保有する貸出金と
預金の金利が改定されるタイミングが “ ずれる ”
ことで顕在化する、金利リスクの吸収能力の高
低から生まれる差異である。この金利リスクは、
銀行勘定の金利リスク＝ＩＲＲＢＢ（Interest 
Rate Risk in the Banking Book）の一部である。
これは、銀行の収益にとって、金利の不利な変動
が銀行勘定（トレーディング勘定以外）のポジショ
ンに影響を与え、銀行の自己資本や損益に現在ま
たは将来生じうるリスクを指す。

一般的には前述の日本銀行の金融システムレ
ポートが指摘するように「過去の局面でもみられ
たように、市場金利の上昇を受けた貸出金利の上
昇幅は預金金利の上昇幅を上回る傾向がある」と
される。しかし、前述したように、地域銀行（こ
こでは日銀の統計上の地方銀行と第二地銀）と信
用組合は、短プラ連動型貸出の構成比が高いため、
貸出の約定平均金利が大手銀行よりも低くとどま
り、収益改善が相対的に遅れる。

これは裏を返せば、上記のように地域銀行の貸
出約定金利の上昇は相対的に時間がかかり、市場
性資金（譲渡性預金など）や一部の大口定期預金
などは市場金利に比較的早く連動するため、大手
銀行のタイミングで預金金利を上げることは難し
く、預金の獲得競争には地域銀行にとって弱みと
なる。加えて、この金利競争が普通預金にも波及
してくれば、個人の給与振込の預金口座あるいは
決済口座から、政策金利変動に対する預金金利の
感応度（預金ベータ）の低いコア預金が流出する
可能性が出てくる。

さらに、地方圏の地域銀行の預金に対しては、
もともと相続による都市圏の銀行への流出が懸念
されていたため、都市圏の銀行と比較して、預金
残高の減少が速いことが想定される。

（４）利ザヤ拡大見通しが実現しないリスク
預貸利ザヤの拡大は、金利上昇局面では、この

貸出と預金の金利改定のタイミングの “ ずれ ” と、
預金ベータの大小の組み合わせによって生まれ
る。ただし、この個々の変動・固定等の貸出と普
通・定期等預金のタイミングと組み合わせの優位
性は単純ではなく、個々の商品で優位性を確保す
るのは難しい。

つまり、個々ではなく、銀行のバランスシート
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全体で見た平均的な貸出の金利改定スピードと、
平均的な預金の金利改定スピード、金利感応度の
差によって決まる。例えば 2006 ～ 2007 年の日
本の利上げ局面では、短期貸出金利は政策金利の
引き上げに先行して上昇した。しかし、政策金利
がピークを打つよりも早く低下に転じたため、政
策金利の引き上げが必ずしも持続的な貸出金利上
昇につながらなかった。

地域顧客とのリレーションを貸出の収益性より
も重視する地域銀行が、金利引き上げに慎重に
なったため、大手銀行に比べて貸出金利引き上げ
幅が小幅にとどまった。このように、理論上の利
ザヤ拡大のメカニズムに基づく収益機会が、実際
の経済状況や競争環境によって実現しないリスク
もある。

３章　銀行の規模拡大のシナリオ
～企業価値を向上させる規
模拡大とは～

１．大手銀行の規模と企業価値の相関
図表６では４大手銀行（ここではメガバンク３

行とりそなホールディングス）のＰＢＲと預金残
高の関係をみたものである。ここでも、５年前と
比較して預金基盤とＰＢＲの関係は強くなってい
る。ただし、リテール金融に強いりそなホールディ
ングスは、預金基盤は相対的に小さいが、地方銀
行の都市部における地元密着と、バンキングアプ
リによる地方銀行へのプラットフォーム提供によ
る他のメガバンクにはないユニークなビジネスモ
デルを構築しているため、ＰＢＲは相対的に高い
水準にある。

１）大手銀行に預金が集中し始めている
全体で注目すべきは、４大手銀行のＰＢＲの上
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（注）2020年３月末ＰＢＲは 2020年３月末終値株価÷2019年９月末ＢＰＳ（一株当たり純資産）
で算出。同様に 2025 年３月末ＰＢＲは 2024 年９月末ＢＰＳを基に算出した。株価の小数
点以下は切り捨て。預金残高データは単体ベース。

（出所）各行、各社決算データおよび各協会統計データ、株価データはQUICKから大和総研作成

図表６　大手銀行の企業価値向上における預金基盤とＰＢＲの関係
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昇幅と預金残高の増加幅が上場地域銀行よりも大
きいことである。預金残高が増えた要因を図表７
でみていく。上図は銀行業態別の預金残高の変化
率を示している。銀行業態を問わず、コロナ預金
の急増の反動で伸び率は低下傾向にあるが、特に
信用金庫と第二地銀の伸び率が低下している。そ
の結果、下図を見ると、銀行全体の預金残高は増
加しているものの、信用金庫と第二地銀のシェア
は低下し、都銀（≒大手銀行）がシェアを高めて

いることから、信用金庫と第二地銀の預金が都銀
にシフトしていると考えられる。この主な理由と
して、相続によって地方圏から都市圏に流出した
預金の受け皿となっていること、地方銀行等のデ
ジタル化が相対的に遅れている、もしくはその効
果が低いこと、などが挙げられよう。

２）地方銀行にも迫る大手銀行の脅威
シェアを維持している地方銀行でも安泰ではな
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図表７　銀行業態別預金残高の推移（上図表；直近では預金残高の伸び率は低下傾向；
　　　　下図表：信用金庫と第二地銀が低下し、大手銀行に集中傾向）

（注）年度換算の「実質預金＋ＣＤ」の平残データ（2025年度は５月までのデータ）
（出所）日本銀行「預金・貸出動向」より大和総研作成
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い。前述した日本銀行の金融システムレポートで
も、中長期的には、「営業基盤の地域的特性やデ
ジタル化の取り組み次第では、徐々に預金を確保
しにくくなる可能性がある点には留意する必要が
ある」としている。さらに 2017 年前後に、多く
の金融機関で急速に広がったモバイルアプリにつ
いて、「地域銀行の中でモバイルアプリ活用に向
けた取り組みが早かったグループは、預金残高の
増加ペースが相対的に高い傾向がみられる」とし
ている。ただし、モバイルアプリというバンキン
グアプリは通常、全国に標準化されたサービスを
提供するため、地域特有のニーズに合わせたカス
タマイズが難しくなり、地域特性を活かしたサー
ビスが薄れる可能性がある。

２．預金基盤拡大の有効性を高める戦略

１）企業価値向上のための４つの預金拡大戦略
図表８では、企業価値を向上させる規模拡大を

示すために、縦軸に４大手銀行と上場地域銀行の

ＰＢＲの変化幅（2024 年度末ＰＢＲと 2019 年
度末ＰＢＲの差分）と横軸に銀行の預金残高の変
化率（2024 年度の 2019 年度対比の変化率）で、
各銀行をプロットした。ＰＢＲの変化幅と預金残
高の変化率に相関は見られないため、単純に預金
残高を増加させてもＰＢＲの上昇にはつながって
いない。企業価値を向上させるための預金残高の
積み上げ方の戦略が重要となる。

この図表８で見られる、戦略の選択肢を有効な
順番（ＰＢＲの上昇幅の大きい順）に並べると、１）
大手銀行が預金を独自に積み上げる戦略、２）地
域銀行の大手行が預金を独自に積み上げる戦略、
３）地域銀行が近隣地域を含めて預金を独自に積
み上げる戦略、４）地域銀行が地元で預金を独自
に積み上げる戦略、となる。

当然のことながら、図表１の企業価値向上ロ
ジックとその取り組みが示すように、①銀行のバ
ランスシートの貸出を含む運用側のＲＯＲＡの高
いリスクアセットの積み上げ方の工夫、②コスト
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図表８　企業価値を向上させる規模拡大とは

（注）2020 年３月末ＰＢＲは 2020 年３月末終値株価÷2019 年９月末ＢＰＳ（一株
当たり純資産）で算出。同様に 2025 年３月末ＰＢＲは 2024 年９月末ＢＰＳ
を基に算出した。株価の小数点以下は切り捨て。

（出所）全国地方銀行協会、全国銀行協会データ等、株価はQUICKより大和総研作成
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コントロール、③財務レバレッジコントロール（資
本効率を意識した資本の最適配分（既存の事業部
門への配分だけではなく、政策保有株売却益など
の将来的な成長事業投資への充当、経営基盤投資
を含む）＋株主還元）、④自己資本比率等の健全
性の維持、が預金の積み上げとともに重要である。
この中で、特に預金規模との関係性が比較的強い
のは、②と④であることに留意が必要であろう。

２）大手銀行が預金を独自に積み上げる戦略
１）大手銀行が独自に預金を積み上げる戦略に

おいての対抗軸は、ネット銀行あるいはネット銀
行（又はネット金融グループ）を傘下に収める携
帯キャリア会社である。大手携帯キャリア４社は、
モバイル決済あるいはＥコマースをベースとした
経済圏の強みを活かして、クレジットカード、銀
行（ネット）、証券（ネット）に参入し、預金基

盤を獲得しようとしている。一方、メガバンクは
預金基盤を守るために、カード会社の整理・統合
による強化、ネット銀行（既存の銀行システムを
ベースに従来の銀行のサービスをインターネット
上で提供する銀行）、デジタル銀行（デジタル銀
行専用のシステムをベースにインターネットを通
じてすべての金融サービスを提供する銀行）、証
券（ネット）のネット金融を拡充した上で、モバ
イル決済会社との連携を図り、預金基盤を守る戦
略である。

前述したように、銀行業界全体ではコロナの時
期に預金残高は増えたものの、同時にネット銀行
も台頭した。この傾向が現在も続いており、最近
のネット銀行主要６行（預金残高 1 兆円超規模の
銀行である PayPay 銀行、ソニー銀行、楽天銀
行、住信 SBI ネット銀行、au じぶん銀行、大和
ネクスト銀行）の預金残高は 2020 年から 2024
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年で 1.9 倍となった（各社決算データ）。とりわ
け、20 年に新型コロナウイルス感染症が深刻化
して以降の成長が著しい。24 年３月期の主要ネッ
ト銀行計の預金残高は 34 兆円を超えた。

３）預金残高よりも重要な決済情報の維持
ただし、預金残高よりも重要なのはリテール預

金者の決済情報である。一般的に、銀行の機能の
中での生命線は決済である。資金供与、預金と決
済の機能が一体となって銀行業が成り立ってきた
わけであるが、顧客の情報を死守するという意味
において決済機能が最も重要な機能といえる。そ
の理由として、銀行口座を直接的に介した決済に
より顧客の取引情報が蓄積されることが挙げられ
る。この顧客情報の多寡によって、支店ネットワー
クの販売力（銀行の支店が持つ金融商品やサービ
スのマーケティング力）が左右される。銀行の決
済機能が活用されなければ、銀行の死守すべき付
加価値が劣化する可能性がある。しかし、電子マ
ネー、モバイル決済など決済手段が多様化し本格
的に普及している中で、銀行決済が減少している。
このため、クレジットカード会社、電子マネーま
たはモバイル決済業者は、顧客の購買情報の取得
において銀行よりも優位なポジションにいる。利
便性に劣る銀行の窓口、ＡＴＭの活用頻度が低下
しているため、銀行が口座を介して直接的に決済
情報を得る機会が減少することから、銀行本体に
は顧客の詳細な情報が蓄積しなくなる。このため、
銀行が顧客の情報から遠ざかっていく。現行の銀
行の決済基盤のコスト負担は、預金口座管理、支
店ネットワークの維持とともに大きな経営課題と
なっている。こうしたことへの対応策が、2025
年５月 15 日に公表された三井住友カードがソフ

3）東京商工リサーチ「2023 年『ネット銀行メインバンク』調査」（2023 年 8 月 24 付）

トバンクとの包括提携の下で、PayPay との連携
だ。上記の “ 顧客情報から遠ざかる ” 懸念に対応
する戦略の代表事例といえるだろう。

他方、東京商工リサーチ 3 によれば「ネット銀
行が『メインバンク』の企業が急増」しており、

「2013 年はわずか 665 社だった」が、「2018 年
は 1,751 社、2023 年は 4,322 社と、コロナ禍を
含む 5 年間で約 2.5 倍に増えた」としている。高
い利便性と安い手数料などでメインバンクに選ぶ
企業が増え続けている。ＳＭＢＣグループの「ト
ランク」は中小企業向けの口座・カードを軸とし
たデジタル総合金融サービスで、このサービスを
通じ、法人預金口座についても粘着性の高い預金
を獲得することを目指している。

預金基盤をめぐる決済情報から遠ざかる銀行と
近づく携帯キャリアの主導権争いが、今後も激化
していくことが想定される。

４）上場地域銀行が規模を追求する３シナリオ
上記の大手銀行の預金規模拡大の戦略に追随す

る大手の地域銀行が出てくるかがポイントとな
る。上記の拡大戦略と同様にデジタルバンクを
子会社に保有し、カード等のキャッシュレス決
済、モバイル決済にも参入してＤＸ（デジタルト
ランスフォーメーション）戦略を実行し、オーガ
ニックな成長を目指す大手の地域銀行も存在して
いる。将来的に、地域銀行をベースとしたこのよ
うなＤＸ戦略が新たなビジネスモデルとして台頭
する可能性があることは否定できないが、現状で
はメガバンクの戦略と比較するとその優位性は低
い。ただし、このような各行の取り組みが、地域
銀行間の資本提携を通じて、あるいはＢａａＳ（バ
ンク・アズ・ア・サービス）などのプラットフォー
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ムサービスの提供を通じて、他行との業務提携、
資本提携に発展することは考えられよう。

このような戦略を実行に移せる地域銀行を探る
ため、図表２の下図のグループを第１グループ、
第２グループ、第３グループの３つに分類した。

直近での地域銀行間の資本提携の事例を見る
と、共通のアライアンスの中から、第２グループ
の地域銀行同士の統合が見られ、その結果、第１
グループに分類される地域銀行が誕生する。第２
グループが第１グループまで預金規模を拡張する
戦略、これが地域銀行の規模拡大の第一シナリオ
である。第二シナリオとして、第１グループの地
域銀行が県内の地域銀行、あるいは隣県の地域銀
行を傘下に収める拡張戦略である。将来的には、
第一シナリオ、第二シナリオを軸に拡張戦略が
とられると想定される。第三シナリオとして、第
１グループに属する地域銀行同士、あるいは第１
グループと第２グループの地域銀行の統合による
預金残高が 30 兆円程度の規模のいわゆる “ スー
パーリージョナル ” な地域銀行の誕生である。こ
れは、メガバンクの拡張戦略と一線を画している。
その一例が、りそなホールディングスが目指す戦
略と言えよう。同社は、りそな銀行と埼玉りそな
銀行を軸に、都市部の地域銀行を傘下に収め、ま
た、地域銀行にバンキングアプリやファンドラッ
プなどの商品を提供することを通じて連携するこ
とで、規模を拡大していく戦略を取っている。も
ともとリテール金融に強みを持ち、リテールの預
金基盤を活用してクロスセルの戦略を採用してい
ることが特徴的である。地域密着を維持しながら
も規模を拡大していく戦略といえよう。

５）資産形成ビジネスにおけるリテール顧客
の属性情報と預金情報の組み合わせ

さらに、重要な顧客情報として、資産形成ビジ
ネスから得られるリテール顧客の属性情報（資産
形成の目的、リスク許容度、損失吸収力など）が
ある。これまでの株、債券、投資信託などの単
品のリスク性金融商品の提供ではなく、顧客の
資産形成のニーズに基づいた資産運用のポート
フォリオ提案、あるいはファンドラップ、ＳＭ
Ａ（Separately Managed Acount）の提案など、
顧客本位の資産管理型中心のビジネスの展開であ
る。例えば、地域銀行の証券子会社の中でも、こ
のような資産管理型中心のビジネスへの移行を目
指している会社が出てきている。ポートフォリオ
提案の中で、資産運用環境の変化に応じアセット
アロケーション（資産配分）を変え、その中でア
セット預金＝キャッシュの配分を変化させていく
ことで、預金基盤をグリップしていくことが可能
となろう。そこで得た顧客情報をスピード感を
もって収益化できるかが鍵となろう。

６）第３グループの地域銀行の戦略とは
第３グループに属する地域銀行は第１グルー

プ、第２グループに属する地域銀行のような預金
基盤の拡張戦略を実行していくことは困難と考え
られるため、預金の維持、特にコア預金の維持を
目指す必要があろう。地域の金融仲介機能を維持
していく役割を効率的に果たすことが必要とな
る。2018 年４月に公表された金融庁「地域金融
の課題と競争のあり方」（金融仲介の改善に向け
た検討会議）では、地銀の中長期的な持続可能性
と競争可能性の概念図（図表９）が示され、都道
府県ごとに「２行での競争可能」「１行で存続可
能」「1 行でも不採算」という金融庁の試算が示
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された。ゆうちょ銀行、信用金庫・信用組合など
の系統系金融機関との役割分担の整理も必要とな
るが、次章でのシナリオを踏まえたスピード感の
ある戦略が必要となろう。

４章　預貯金残高の将来推計をも
とにした地域金融の持続可
能性

１．人口減少のもとで減少する預貯金・
増加する相続

ここまで、「金利のある世界」になったことで、
銀行経営における預貯金の重要性が近年高まって
いることを論じてきた。ここからは、預貯金額が
今後どのように推移するのか、という点を、都道
府県別の人口動態の将来推計を踏まえつつ、論じ
ていく。結論としては、人口減少・多死社会がさ
らに進展する中、①今後 15 年間に 40 道府県で
個人の預貯金額が減少し、特に 2035 ～ 2040 年
に急減が予想される、②今後 10 年間で個人預貯

金額の約 20％で相続が発生し、地域金融機関か
らの流出リスクが高まる、という推計結果が得ら
れている。

２．都道府県別でみた預貯金額の将来推
計

１）推計方法
まず、都道府県別でみた個人の預貯金額が、

2025 年から 2040 年にかけて、どのように推移
するのか、という点を推計する。ここでは、都道
府県別の家計金融資産の状況について最も信頼性
の高い統計である総務省「2019 年全国家計構造
調査」と、都道府県別の世帯数の将来推計を取り
まとめている国立社会保障・人口問題研究所「日
本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）　令和
６（2024）年推計」などを組み合わせて推計を行っ
ている。

推計方法の概要は以下の通りである。まず、総
務省「2019 年全国家計構造調査」より、都道府
県別・世帯主年齢階級（５歳区分）別・世帯の種

（出所）金融庁「地域金融の課題と競争のあり方」（金融仲介の改善に向けた検討会議）2018年 4月 11日付より大和総研抜粋

図表９　地域経済の縮小：地銀の中長期的な持続可能性と競争可能性の概念図



52 大和総研調査季報　2025 年 夏季号 Vol.59

類（二人以上世帯・単身世帯）別の世帯当たり
預貯金額を取得した。なお、「全国家計構造調査」
はアンケート調査のため、例えば、回答者自身が
保有する資産を把握しきれていないなどの理由に
より、家計の資産保有状況を捕捉するマクロの統
計に比べて過小な結果になることが知られてい
る。そのため、家計金融資産を捉えるマクロの統
計である日本銀行「資金循環統計」ベースに換算
し直している。

次に、国立社会保障・人口問題研究所「日本
の世帯数の将来推計（都道府県別推計） 令和６

（2024）年推計」で都道府県別・世帯主年齢階級（５
歳区分）別の世帯数を二人以上世帯・単身世帯そ
れぞれについて取得した。最後に、「世帯主年齢
階級（５歳区分）別・世帯の種類（二人以上世帯・
単身世帯）別の世帯当たり預貯金額」と「世帯主
年齢階級（５歳区分）別・世帯の種類（二人以上
世帯・単身世帯）別の世帯数（将来推計）」を掛
け合わせた値の総和を求めることで、各都道府県
の預貯金額の将来推計値を算出している。

なお、ここでは、2024 年以降に世帯主年齢階
級別での世帯当たり個人預貯金額が増加しないシ
ナリオ（世帯預貯金不変シナリオ）を中心に推計
する。将来的に不変だと仮定しているのは世帯当
たりの個人預貯金額であり、将来的な世帯数や世
帯構成の変化に応じて、当然、預貯金額の合計は
増減する。また、必要に応じて、2025 年以降に
世帯当たり預貯金額が過去３年（2022 ～ 2024
年）平均の増加率のペース（年率＋ 0.7％）で増
加するシナリオ（世帯預貯金増加シナリオ）によ
る推計結果も紹介する。

２）推計結果：2040 年にかけて 40 道府県
で個人預貯金額が減少

2025 年から 2040 年にかけての個人預貯金額
の都道府県別増減率を将来推計した結果、今後多
くの県で減少が予想される一方で、人口が集中し
ている首都圏などの地域については、むしろ増加
することが示された（図表 10）。

都道府県別に個人預貯金額の減少率（2025-

（兆円）

図表10　都道府県別・個人預貯金額増減率の将来推計

個人預貯金額増減率（2025-2030 年）: 平均▲0.2％
個人預貯金額増減率（2025-2035 年）: 平均▲1.9％
個人預貯金額増減率（2025-2040 年）: 平均▲6.1％
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（注）推計方法については、本文を参照されたい。
（出所）総務省、日本銀行、国立社会保障・人口問題研究所をもとに大和総研推計
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2040 年）を見ると、高知県（▲ 14.0％）、秋田
県（▲ 14.0％）、山口県（▲ 13.6％）、長崎県（▲
12.7％）、和歌山県（▲ 12.5％）などは、減少率
が▲ 10％超となっており、影響が大きいとみら
れる。一方で、将来的に世帯数の増加・維持が
予想されている沖縄県（＋ 7.7％）、東京都（＋
4.5％）、神奈川県（＋ 3.3％）、宮城県（＋ 2.2％）、
滋賀県（＋ 0.8％）といったいくつかの都県では、
将来の個人預貯金額の増加が見込まれている。

また、2025 年を基準に個人預貯金額の推移を
5 年ごとに見ると、個人預貯金額が減少する都道
府県は、2030 年までは 27 県に留まる一方で、
2040 年には 40 道府県まで拡大することが示さ
れた。個人預貯金の減少率で見ると、2030 年・
2035 年までは都道府県平均で▲ 0.2％・▲ 1.9％
に留まる一方で、2040 年には▲ 6.1％まで拡大
している。多くの都道府県で預貯金額が大きく
減少するのは、2035 年から 2040 年と予想され
ることがうかがえる。これは、この期間に死亡者
数（≒相続発生頻度）がピークに達することが背

景にあると思われる。ここからは、2035 年から
2040 年にかけての預貯金額の大幅減少に備えた
対応が、該当する都道府県の地域金融機関には求
められるものと思われる。

ここまでは、世帯当たり預貯金額が今後変化し
ないという保守的な仮定（世帯預貯金額不変シ
ナリオ）の下で推計を行った。次に、2025 年以
降に世帯当たり預貯金額が一定程度増加する世
帯預貯金額増加シナリオの場合、個人預貯金額は
2025 年から 2040 年にかけて 40 道府県から 12
県まで減少すると予想されている（図表 11）。た
だし、世帯預貯金額不変シナリオで個人預貯金額
の減少率が大きい県として挙げた高知県・秋田県・
山口県・長崎県・和歌山県などは、引き続き個人
預貯金額の減少が予想されている。

３．都道府県別でみた相続預貯金額の将
来推計

１）推計方法
次に、各都道府県で今後 10 年間に相続がどの

個人預貯金額（2025年）（右軸）
個人預貯金額増減率（2025年→2040年）＜世帯預貯金額不変シナリオ＞
個人預貯金額増減率（2025年→2040年）＜世帯預貯金額増加シナリオ＞

図表 11　世帯当たり預貯金額のシナリオ別で見た都道府県別・個人預貯金額増減率の将来推計
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（注）推計方法については、本文を参照されたい。
（出所）総務省、日本銀行、国立社会保障・人口問題研究所をもとに大和総研推計
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程度発生するか、という点を検証する。各都道府
県に所在する金融機関にとっては、今後 10 年間
で相続に伴う流出リスクが高い預貯金がどの程度
存在するか、ということを推測する指標になるだ
ろう。ここでは、総務省「2019 年全国家計構造
調査」を用いて年齢階級別の一人当たり預貯金額
を推計した上で、都道府県ごとの年齢階級別の死
亡者数の推計値を掛け合わせることで、都道府県
別の相続預貯金額を推計している。

　推計方法の概要は以下の通りである。まず、
総務省「2019 年全国家計構造調査」をもとに、
都道府県ごとの年齢階級別の一人当たり預貯金額
を推計する。同調査では、世帯主年齢階級別の世
帯当たり預貯金額は把握可能であるものの、例え
ば、世帯主が 50 歳の世帯で同居する高齢者の保
有預貯金額を直接把握することはできない。その
ため、同調査で把握できる世帯主年齢階級別の世
帯人員や 65 歳以上世帯人員の平均値などを用い
ることで、年齢階級別の一人当たりの預貯金額を
推計している。なお、ここでも「全国家計構造調

査」がマクロ統計に比べて過小な結果になる点に
対処するために、日本銀行「資金循環統計」を用
いて補正している。

次に、国立社会保障・人口問題研究所「日本
の地域別将来推計人口　令和５（2023）年推計」
における「封鎖人口を仮定した将来の地域別男女
５歳階級別人口」をもとに、都道府県ごとの年齢
階級別の死亡者数の将来推計を実施している。こ
れと、先に推計した都道府県別・年齢階級別の一
人当たりの預貯金額を掛け合わせることで、都道
府県別の相続預貯金残高を推計している。

２）推計結果：今後 10 年間において個人預
貯金額の 20％で相続が発生

推計の結果、2025 ～ 2035 年の 10 年間での
相続預貯金額は 202 兆円に上るとの結果が得ら
れた（図表 12）。これは、2019 年の個人預貯金
額の約 20％に上る。現在の各都道府県の預貯金
額の平均 20％で相続が発生し、相続に伴う流出
リスクが高くなると解釈することができるだろ
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相続預貯金額（2025-2035 年）
相続預貯金比率（2025-2035 年）（右軸）

（注）推計方法については、本文を参照されたい。相続預貯金比率は、「相続預貯金額（2025-2035 年）÷個人預貯金額（2019年）」によ
　　 り算出。
（出所）総務省、日本銀行、国立社会保障・人口問題研究所をもとに大和総研推計

図表12　世帯当たり預貯金額のシナリオ別でみた都道府県別・個人預貯金増減率の将来推計
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う。
都道府県別にみると、相続預貯金の絶対額は、

家計金融資産残高が大きい三大都市圏で大きく
なっている。一方で、2019 年の個人預貯金額対
比で見た相続預貯金額の比率（相続預貯金比率）
については、高齢者の預貯金の偏在度が高い和歌
山県や愛媛県、長崎県、奈良県といった県で相対
的に高くなっている。全体的に、相続預貯金比率
は東日本より西日本で幾分高くなっているという
特徴がある。一方で、宮城県、福井県、山形県、
沖縄県は相続による預貯金流出リスクが相対的に
低いと解釈することもできよう。

３）地域金融機関の相続時の預貯金歩留まり
率は高くない

このような相続が発生した場合、実際に、預貯
金はどの程度同一の金融機関（同一の業態）に歩
留まりするのだろうか。この点について捕捉する
統計やデータはほとんどない。ただし、古いデー

4）フィデリティ退職・投資教育研究所（2017）「相続に伴う資産、世代、地域、金融機関間の資金移動：相続人
5000 人アンケート」を参照。

タではあるものの、フィデリティ退職・投資教育
研究所が 2016 年末に相続人に対して行ったアン
ケート調査 4 からは、地域金融機関の場合、その
歩留まり率は相対的に低いことがうかがえる（図
表 13）。

具体的には、預貯金の被相続人が都市銀行を主
に利用していた場合、相続資産を都市銀行に預け
た相続人の比率は約 75％であった。一方で、地
方銀行・ 第二地銀を被相続人が主に利用してい
た場合、相続資産を同じく地方銀行・第二地銀に
預けた相続人は約 42％と低い水準になっており、
相続人の一部はネット銀行が含まれると思われ
る。その他（20.9％）や都市銀行（12.4％）、ゆ
うちょ銀行 （12.2％）に預け入れていたことが分
かる。信用金庫・信用組合についても、同様の傾
向が見て取れる。足もとでのネット銀行のさらな
る普及や金利キャンペーン等を通じた預金獲得競
争の激化を踏まえると、この歩留まり率はさらに
低下している可能性は相応にある。

図表13　被相続人の利用した金融機関別の相続人の利用する金融機関
相続人の利用する金融機関

都市銀行 地方銀行
第二地銀

信用金庫
信用組合

ゆうちょ
銀行 JAバンク 大手証券 その他 合計

被
相
続
人
の
利
用
し
た
金
融
機
関

都市銀行 75.5% 1.9% 0.6% 6.0% 0.9% 4.6% 10.5% 100%
地方銀行、第二地方銀行 12.4% 42.4% 1.9% 12.2% 3.4% 6.8% 20.9% 100%
信用金庫、信用組合 11.6% 12.7% 37.6% 11.6% 3.3% 3.3% 19.9% 100%
ゆうちょ銀行 12.1% 2.9% 0.8% 63.6% 2.1% 3.9% 14.6% 100%
JAバンク 9.0% 5.8% 1.6% 15.7% 53.2% 3.2% 11.5% 100%
大手証券 16.1% 0.8% 0.0% 5.9% 0.0% 68.6% 8.5% 100%
その他 12.9% 12.9% 1.2% 8.2% 1.2% 9.4% 54.1% 100%
わからない・覚えていない 18.4% 5.3% 1.8% 19.2% 1.8% 4.9% 48.6% 100%
回答者（相続人）総計 30.9% 9.7% 3.0% 23.3% 6.3% 6.8% 20.0% 100%

　　　同じ業態内での歩留まり率
（注） 都市銀行は三菱東京ＵＦＪ銀行、三井住友銀行、みずほ銀行、りそな銀行の4行、大手証券は野村證券、大和証券、ＳＭＢＣ日興証券、

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券、みずほ証券の５社。
（出所）フィデリティ退職・投資教育研究所より大和総研作成
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この分析を踏まえると、同じ都道府県内に相続
預貯金が滞留したとしても、別の業態（金融機関）
に預貯金が流出するリスクが高いことがうかがえ
る。図表 10 では、2025 年から 2040 年にかけ
ての預貯金減少率は都道府県単位で平均▲ 6.1％
であることを示したが、金融機関単位で見ると、
預貯金減少率はさらに拡大するリスクがある。

５章　オープン化が進展していく
金融ビジネス

これまでの章でみてきたように、預金基盤の主
導権争いは、預金が相続による地方圏から都市圏
への移行が進む、あるいはネット銀行へのシフト
が進む中で、地域金融機関と大手銀行、大手銀行
と携帯キャリアの間で、本格的に激化していくこ
とが予想される。この背景には、金融ビジネスの
オープン化（“ 地域 ” のオープン化と金融プラッ
トフォームのオープン化）がますます進展してい
くことがある。

特に、地域金融機関への影響は大きい。将来的
に「地域×銀行＝地域銀行」という方程式が成り
立つのかという懸念が高まっている。「地域×金

融⇒オープンイノベーション」を成立させるため
の条件として必要なのは、地域という閉じた世
界（クローズ）の強み（付加価値）をオープン化
する金融に活かすビジネスモデルを構築するため
に、既存ビジネスの非コアからの脱却を目指すイ
ンオーガニック戦略であろう（図表 14）。

今後は、「オープン化する世界」と従来型の「ク
ローズした銀行の世界」とのはざまにおいて、オー
プン化する世界に参入しながらも、従来型の銀行
を機能ごとに分解し、販売力という付加価値を高
め、収益を上げていくことができるかが試されて
いるといえる。そのためには、銀行業がオープン
化する中でテクノロジーを活用して業務の効率
性、情報の収集分析能力を極限まで高め、人の活
用が必要になる銀行の顧客本位の体制を強化する
必要がある。

一方で、顧客のニーズの多様化はさらに進展
し、法人であればビジネスモデルの多様化、個人
であればライフスタイルの多様化など、これまで
よりも多様化の幅が増し、深度が高くなる。将来
的には、テクノロジーの進展により銀行業がオー
プン化するため、オンライン上では非金融と金融
の業際が曖昧になっていく。これに対しては個々

オープン化する世界

※業務・機能分解→
非コアの機能のアウトソース

個別かつ
網羅的な情報

ネットワーク化
（ＡＰＩ）

顧客
（地域住民）

業務受託
金融機関

（プラットフォーマー）
手数料

地域銀行（一体型）地域（クローズした世界）

クラウドの
活用

地域銀行
（業務委託）

オンライン上

※地域ビジネスの
子会社・関連会社

地域ビジネス
パッケージ化された
商品の提供（手数料）
（金融＋非金融）

各地銀独自のコアコンピタンスの見極め（≒地域密着）による経営資源の再配分と組織改革による基づくビジネスモデルの確立
＋

地域の社会課題の解決ヒト、モノ、カネ、情報をグリップ

図表 14　地域という閉じた世界の中での付加価値をオープン化する世界で活かせるか

（出所）大和総研作成
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の顧客のニーズを網羅的に把握できるような仕掛
け、例えばオンライン上のアプリを活用した金融
プラットフォームなどの活用が考えられる。

これらを踏まえると、中長期的に将来の地域銀
行モデルでは、テクノロジーを導入するだけでは
なく、行員とテクノロジーの融合を丁寧に行って
いくことが重要であろう。丁寧な融合により、オー
プン化する世界とクローズした世界との両立が可
能となる。ただし、地域金融機はオープン化する
世界の中でも、行員が顧客と商品・サービスをつ
なぎ、地域の課題とソリューションをつなぐこと
が最も重要といえるのではないか。
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